
補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 35

根 拠 法 令

目 的

昭和41年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

53,257 217,131 233,773 223,174 歳入 歳出
補助金
依存率

52,392 190,913 204,097 1,320,929 1,176,691 23%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

1団体

補　助　金　名　称

社会福祉協議会運営費補助金

補助開始年度

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会補助金交付要綱

事 業 内 容

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会が行う地域福祉活動の円滑な運営を期す
ため、事業運営について必要な経費の一部を補助する。
    ・　人件費（１７年度：区派遣職員１０人、社会福祉協議会固有職員１５人）
  　・　運営費（施設維持費等管理運営経費）
　  ・　事業費（ホームヘルプサービス事業等：旧さんあい公社事業）

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会が行う地域福祉活動に要する経費の一部
を補助し、地域福祉の推進に寄与する。

社会福祉法人杉並区
社会福祉協議会

交付団体等の決算状況（15年度）

社会福祉協議会決算状況から、１５年度区の補助金の占める割合が２３％、１６年度２０％である。
１５年度区が出資し設立した「さんあい公社」の事業移管など、社会福祉協議会の果たす役割、地
域福祉活動の重要性から補助を継続する。

社会福祉協議会は地域福祉向上の中心的な役割を果たしている団体である。補助金依存度（福
祉サービス支援センター、ボランティアセンター等を含んだ区補助金総額）は、１５年度　２３％
２７１，９３４千円、１６年度　２０％　２５６，４８５千円である。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                                          ）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 36

根 拠 法 令

目 的

平成13年度

国 0% 都 50% 区 50%

14年度 15年度 16年度 17年度

8,410 6,832 5,754 5,743 歳入 歳出
補助金
依存率

4,093 3,005 3,140 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

1団体

補　助　金　名　称

福祉サービス支援センター運営費補助金

補助開始年度

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会補助金交付要綱

事 業 内 容

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会が行う福祉サービス支援センター運営費
（あんしんサポート事業）に要する経費の一部を補助する。
　・　財産保全管理サービス等福祉サービス利用援助事業　５５件（１６年度）
　・　成年後見制度等権利擁護相談事業　２，０５９件（１６年度）

社会福祉法人杉並区社会福祉協議会が行う福祉サービス支援センター運営費
に要する経費の一部を補助し、福祉サービス利用者の保護に寄与する。

社会福祉法人杉並区
社会福祉協議会

交付団体等の決算状況（15年度）

福祉サービス支援センターで実施している福祉サービス利用援助事業、権利擁護相談事業は福
祉サービス利用者保護の根幹を成す事業であり、実施計画にも位置づけられている。今後、財産
保全等権利擁護事業のニーズの高まりが予想されることから補助を継続する。

福祉サービスの利用に関して、措置から契約に制度が移行する中で、福祉サービスを利用する方
の保護制度は重要であり、当該事業はその仕組みの一端を担う事業である。財源については、補
助金総額の１／２が都から補助される。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                                   ）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化
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根 拠 法 令

目 的

平成14年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

28,069 52,643 49,433 50,654 歳入 歳出
補助金
依存率

25,107 52,611 49,239 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

社会福祉法人
杉並区社会福祉協議会

交付団体等の決算状況（15年度）

　平成18年度より、ＮＰＯ・ボランティア活動推進センターは、NPO法人による運営を予定しており、
補助金から委託料等へ移行する。

　地域のNPOやボランティアに対する中間支援組織であるＮＰＯ・ボランティア活動推進センターの
運営を行う社会福祉協議会に対し、人件費を含めた助成を行っている。
　補助金に占める人件費の割合は、毎年およそ80％となっている。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

区民生活部　地域課

1団体

補　助　金　名　称

ＮＰＯ・ボランティア活動推進センター補助金

補助開始年度

杉並NPO・ボランティア活動推進センター補助金交付要綱

事 業 内 容

ＮＰＯ・ボランティア活動推進センターの運営・活動経費の助成

補助対象経費・・・
　(1)　NPO・ボランティア活動事業の管理運営に必要な経費
　(2)　NPO・ボランティア活動の支援及び推進を目的とする事業に必要な経費

杉並NPO・ボランティア活動推進センターの運営を委ねる社会福祉法人杉並区
社会福祉協議会に対し、その運営に要する経費の一部を補助し、NPOやボラン
ティアの活動の拠点としての活動を支援する。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合
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根 拠 法 令

目 的

平成14年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

540 5,760 5,760 900 歳入 歳出
補助金
依存率

0 0 0 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

都市整備部　住宅課

1団体

補　助　金　名　称

高齢者入居支援制度補助金

補助開始年度

杉並区高齢者入居支援制度にかかる補助金交付要綱

事 業 内 容

　あらかじめ費用の一部を預託した、アパートに居住する高齢者が死亡したとき、
葬儀・遺骨の保管、残存家財等の撤去等を行う事業経費の助成

　　葬儀・・・130,000円×5件
　　家財撤去・・・50,000円×5件

杉並区社会福祉協議会が実施するサービスに要する経費の一部を補助し、杉並
区の高齢者入居支援制度を円滑に運営する。

社会福祉法人
杉並区社会福祉協議会

交付団体等の決算状況（15年度）

　現時点での補助金支出の実績はないが、引き続き、高齢者が民間賃貸住宅へ入居しやすい環
境整備を進める必要があるため、継続する。

　この制度に申込みをしている高齢者が実際に死亡した場合に支出する補助金のため、今のところ実績は
ない。　実態に合わせ、平成17年度より、予算上の件数を大幅に削減している（32件→5件）。
　また、従来は区のあっせんにより入居した高齢者だけが対象だったが、平成17年度より、既に民間賃貸住
宅に入居している高齢者も利用できるように改めた。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化
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根 拠 法 令

目 的

平成15年度

国 0% 都 50% 区 50%

14年度 15年度 16年度 17年度

- 200 200 200 歳入 歳出
補助金
依存率

- 200 200 255 240 83%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

ＮＰＯ法人
アザーボイス

交付団体等の決算状況（15年度）

バリアフリー情報は、高齢者、障害者などの区民には不可欠な情報である。今後ホームページから
の検索は増加すると予想されることから補助は継続する。なお、補助金額が少額であることから、
事業収益で運営が可能かどうか今後検討していく。

当事業は実施計画事業であり、現在ＮＰＯ法人アザーボイスと協定書を締結し、管理運営してい
る。情報収集について、区立施設は区が、民間施設はＮＰＯ法人がそれぞれ行い、情報を随時更
新している。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                                  ）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

1団体

補　助　金　名　称

バリアフリー情報ホームページ運営事業補助金

補助開始年度

杉並区バリアフリー情報ホームページ運営事業補助要綱

事 業 内 容

杉並区バリアフリー情報「いってきまっぷ」をＮＰＯ法人が管理運営するホーム
ページで利用者に広く情報提供するための事業に補助を行う。
年間　２００千円

区内のバリアフリー情報「いってきまっぷ」をホームページ等で提供することによ
り、高齢者、障害者や乳幼児連れの方等区民の利便の向上に寄与する。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合
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根 拠 法 令

目 的

平成12年度

国 0% 都 50% 区 50%

14年度 15年度 16年度 17年度

33,395 27,000 29,856 14,000 歳入 歳出
補助金
依存率

30,816 26,618 25,853 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

地域福祉活動
実施団体

交付団体等の決算状況（15年度）

地域福祉サービスを提供する団体を育成していくことは重要であるが、継続的な助成は、団体の自
主性、自立性を阻害する可能性がある。そのため、実施計画に基づき１８年度で補助を終了する。
今後については、多方面から支援する等、包括的な補助も含めた新しい制度の検討が必要であ
る。

実施計画に基づき１８年度までのサンセット事業であり、１６年度で新規受付を終了している。
１７年度　１２団体、１８年度　３団体　（累計２７団体）

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（１８年度までのサンセット事業）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

1２団体

補　助　金　名　称

地域福祉活動立上げ支援事業補助金

補助開始年度

杉並区地域福祉活動立上げ支援事業補助金交付要綱

事 業 内 容

ＮＰＯ法人等の住民参加型団体が実施する地域福祉活動の立上げ等に要する
経費を１団体につき３ヵ年を限度にその一部を補助する。
立上げ対象（１年目）　対象経費×２／３　　５，０００千円限度
継続期間（２・３年目） 対象経費×２／３　　３，５００千円限度
事業内容　日常生活支援活動（配食サービス、家事援助サービス等）、社会生活
支援活動（移送サービス、デイサービス等）

住民参加型団体等を支援し、地域福祉の基盤整備を図る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合
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根 拠 法 令

目 的

平成13年度

国 0% 都 50% 区 50%

14年度 15年度 16年度 17年度

9,952 10,106 10,230 9,709 歳入 歳出
補助金
依存率

9,952 9,911 10,229 18,788 18,022 55%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

社団法人
友愛の灯協会

交付団体等の決算状況（15年度）

１８年度ハンディキャブ事業、ＮＰＯ法人等９団体を含めて、国交省の通達に沿った移送サービス事業
（実施計画事業）に再構築していく。そのため、今年度移送サービス運営協議会を立上げ検討してい
る。 今後協議会の検討推移を見守りながら、他団体との整合性を考慮し、整理・削減していく方向で検
討する。ただ、安全面では、他の団体も含め新たな補助が必要か合わせて検討する。

国土交通省の通達（運営協議会設置、活動範囲の制限、利用料金の低廉等による福祉有償輸送
業務に関わる道路運送法８０条の例外規定）により、ハンディキャブ事業を１８年度までに、通達に
沿った形に是正する必要がある。　さらに、同様の事業を行っている団体との整合性を図る必要が
ある。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（道路運送法、他団体等との整合性）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

1団体

補　助　金　名　称

友愛の灯協会補助金（ハンディキャブ運行補助）

補助開始年度

社団法人友愛の灯協会補助金交付要綱

事 業 内 容

社団法人友愛の灯協会が運行する福祉型移送サービス（ハンディキャブ）につい
て、その運行経費の一部を補助する。
運行台数　６台

友愛の灯協会が運行する福祉型移送サービス（ハンディキャブ）について、その
運行経費の一部を補助することにより、高齢者や障害者等区民の利便の向上を
図る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合
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団- 42

根 拠 法 令

目 的

平成15年度

国 0% 都 100% 区 0%

14年度 15年度 16年度 17年度

- 8,114 6,956 6,506 歳入 歳出
補助金
依存率

- 8,114 6,956 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３           ３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

2団体

補　助　金　名　称

地域福祉活動推進事業補助金

補助開始年度

杉並区地域福祉活動推進事業補助金交付要綱

事 業 内 容

１５年度東京都から移管された事業であり、老後をよくする会が運営している「配
食サービス事業」及び友愛の灯協会が運営している「有償家事援助サービス事
業」に要する経費の一部を補助する。

老後をよくする会が運営している「配食サービス事業」及び友愛の灯協会が運営
している「有償家事援助サービス事業」に要する経費の一部を補助することによ
り、地域福祉の向上に寄与する。

老後をよくする会
友愛の灯協会

交付団体等の決算状況（15年度）

区内で同様の事業（配食サービスや有償家事援助サービス）を実施している事業者との整合性を
図る必要がある。１９年度から補助率が１／２となることを契機に、この補助金のあり方、整理・削
減・廃止等を含め検討する。

東京都からの移管事業であり、補助対象が２団体のみ。
１８年度までは、東京都からの全額補助であるが、１９年度以降は１／２となる。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（補助対象が２団体のみ　　　　　　　　　　　　　　　　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 44

根 拠 法 令

目 的

昭和42年度

国 0% 都 100% 区 78%

14年度 15年度 16年度 17年度

5,926 5,922 5,922 5,992 歳入 歳出
補助金
依存率

5,926 5,922 5,922 11,644 9,548 62%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 管理課

1団体

補　助　金　名　称

民生委員児童委員協議会助成金

補助開始年度

杉並区民生委員児童委員協議会に対する助成金交付要綱

事 業 内 容

民生委員児童委員協議会が行う事業に要する経費の一部を補助する。
　　・　 委員の資質の向上　　研修会・講習会等
　　・　 職務上必要な事業　　調査・企画・施設見学会等

民生委員児童委員協議会が行う事業に要する経費の一部を補助することによ
り、委員の資質の向上、協議会運営の安定を図る。

民生委員児童委員
協議会

交付団体等の決算状況（15年度）

東京都の補助事業であること、委員の資質の向上に大きな役割を果たしている事業であることか
ら、現行のとおり補助を継続する。

民生委員・児童委員は、介護保険相談員を兼ね、ひとり暮らし高齢者安心ネットワーク事業や災害
時の要支援者への活動、高齢者や児童の虐待防止対策についての協力活動等を担っている。こ
のため、協議会の自主的な研修や施設見学会等は委員の資質向上のための重要な要素となり、
地域福祉活動に貢献している。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（民生委員児童委員の役割は増している）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 45

根 拠 法 令

目 的

平成14年度

国 0% 都 50% 区 50%

14年度 15年度 16年度 17年度

2,500 5,000 5,000 5,000 歳入 歳出
補助金
依存率

2,500 5,000 5,000 6,307 6,142 81%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

杉並区肢体不自由児
者父母の会

交付団体等の決算状況（15年度）

運営主体が任意団体で財政基盤が脆弱であること、障害者の自立促進に果たす役割は大きいこ
となどから、補助を継続する。

障害者の地域での自立を支援するため、高齢者活動支援センター内に自立宿泊訓練施設を設置
し、生活体験や訓練を行っている。
１５年度　７６名利用
１６年度　７３名利用

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                                 ）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

1団体

補　助　金　名　称

心身障害者自立宿泊訓練事業補助金

補助開始年度

杉並区心身障害者自立宿泊訓練事業補助金要綱

事 業 内 容

心身障害者団体（杉並区肢体不自由児者父母の会）が実施する心身障害者自
立宿泊訓練事業（自立生活の体験・訓練等）に要する経費の一部を補助する。

心身障害者が地域で自立し、安定した生活を営むことを目的とする。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会
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根 拠 法 令

目 的

昭和49年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

14,968 14,458 13,585 13,220 歳入 歳出
補助金
依存率

14,076 13,823 12,874 11,132 6,905 3%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

17団体

補　助　金　名　称

障害者団体連合会・心身障害者団体運営費補助金

補助開始年度

杉並区障害者団体連合会補助金交付要綱
杉並区障害者団体助成要綱

事 業 内 容

障害者団体連合会が行う事業に要する経費の一部及び心身障害者団体が活動
に要する経費の一部を補助している。
補助内容
　・　運営事務費                                    　　　  ・　宿泊訓練等交通経費
　・　文化・スポーツ・レクリエーション活動経費 　 ・　研究活動等経費
　・　設立・周年経費

障害者の積極的な社会活動への参加を促し、障害者福祉の増進を図る。

障害者団体連合会
各心身障害者団体

交付団体等の決算状況（15年度）

連合会については、収支状況から自立運営は可能であり、補助金の整理・削減・廃止を含めた見
直しを行う。個別団体については、同一の障害を持った方や家族の交流、相談の場であり、障害者
の生きがい対策に大きな役割を果たしていることから補助を継続する。

連合会は区立施設での自動販売機等の売り上げ収入が多く、補助金依存度は３％である。また、
１５年度、１６年度両年の決算ベースで剰余金が約４，０００千円強あり、翌年度に繰り越している。
なお、個別団体については、連合会に比べて補助金依存度（１３％～３０％）が高い。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（連合会については、補助金依存度が低い）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会
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根 拠 法 令

目 的

平成9年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

15,808 7,849 6,199 5,009 歳入 歳出
補助金
依存率

15,808 6,773 5,009 19,633 19,633 34%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

東京都知的障害者
育成会

交付団体等の決算状況（15年度）

知的障害者生活ホーム事業は、知的障害者が地域において自立し、かつ安心して暮らしていくた
めの重要な居宅サービス事業であり、補助は継続する。ただし、１８年度以降は施設借上げ費と入
居者の家賃との差額を定額補助とすることとし、整理削減する。

知的障害者生活ホームは、障害者支援費対象施設であり、支援費で運営する施設である。しか
し、１４年度までは必要経費全額を補助していた経緯から、家賃や人件費を含む補助金を廃止する
ことは困難である。ただ、他の支援費施設との整合性を図るため、１５年度必要経費と支援費の差
額を補助していたものを、１６年度から定額補助に改め、１８年度には家賃補助のみとする。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（  他施設との整合性。               　　　　　　　　　　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

1団体（２ヶ所）

補　助　金　名　称

知的障害者生活ホーム運営費補助金

補助開始年度

杉並区知的障害者生活ホーム運営費補助金交付要綱

事 業 内 容

社会福祉法人東京都知的障害者育成会が運営する知的障害者のための生活
ホーム（２ヶ所）の運営に係る経費の一部（障害者支援費ではまかなえない部分）
を補助する。

知的障害者の地域社会における生活の場を確保し、その自立を図る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 48

根 拠 法 令

目 的

平成15年度

国 0（50）% 都 75（25）% 区 25%

14年度 15年度 16年度 17年度

- 2,240 2,800 2,600 歳入 歳出
補助金
依存率

- 1,469 2,274 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

1団体

補　助　金　名　称

精神障害者居宅介護等事業費補助金

補助開始年度

杉並区精神障害者居宅介護等事業費補助金交付要綱

事 業 内 容

社会福祉法人や医療法人等が運営するホームヘルプサービス事業所から、精
神障害者に対して食事・身体の清潔の保持の介助等その他日常生活を営むた
めのヘルパーを派遣した場合、その法人に対して、１時間当たり２，６００円を補
助する。

精神障害者が地域において安定した在宅生活を営み、その自立を支援する。

精神障害者ホームヘ
ルプサービス事業所

交付団体等の決算状況（15年度）

障害者支援費制度の動向、障害者自立支援法の成立による方向性、３障害（身障・知的・精神）の
サービス一元化や応益負担の導入など推移を見守りつつ、補助を継続する。

精神障害者へのヘルパー派遣は、実施計画事業であり、精神障害者在宅サービスの重要な要素となって
いる。精神障害者対策は障害者支援費制度には含まれないが、障害者支援費制度のヘルパーサービス
の内容と大きな相違はないので、１７年度予算から支援費基準単価（１時間２，８００円→２，６００円）と同
額にした。また、法人格を持つ団体については、東京都実施要綱から補助金で対応している。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（東京都補助要綱から補助金で対応 　　　　　　　　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会
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根 拠 法 令

目 的

平成15年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

- 81,536 65,937 45,118 歳入 歳出
補助金
依存率

- 81,536 45,496 33,331 33,331 81%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

2団体

補　助　金　名　称

心身障害者ショートステイ事業

補助開始年度

杉並区心身障害者ショートステイ事業運営費補助金交付要綱

事 業 内 容

社会福祉法人２法人（いたる臨床発達指導センター・東京家庭学校）が実施する
心身障害者ショートステイ事業の運営に係る経費の一部（障害者支援費ではま
かなえない部分）を補助する。

心身障害者の家庭生活の安定と家族の休養、障害者福祉の増進を図る。

いたる臨床発達指導セ
ンター・東京家庭学校

交付団体等の決算状況（15年度）

ショートステイ事業は介護者の休息や病気等に対応する事業であること、２施設が障害者支援費
基準での運営は困難なことから、補助は継続する。ただし、他施設との整合性を考慮し、１６年度
から定額補助制度を、実績に基づいた補助制度に改めた。なお、当事業は実施計画事業である。

心身障害者ショートステイ事業は、障害者支援費で運営することが基本であるが、国が定めた支援
費基準額は入所施設内の居室の空きベッド利用を想定したものである。しかし、従来区が委託して
いた２施設は入所施設ではなく、入所施設の職員配置に相当する額を補助している。
東京家庭学校　１５年度　４７９日　２７，０９１千円　　１６年度　５６８日　１７，２９５千円

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（  他施設との整合性                 　　　　　　　　　　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 50

根 拠 法 令

目 的

平成6年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

4,453 4,425 4,426 4,424 歳入 歳出
補助金
依存率

4,425 4,425 4,424 7,650 4,839 91%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

1団体

補　助　金　名　称

障害者福祉会館運営費補助金

補助開始年度

杉並障害者福祉会館運営協議会補助金交付要綱

事 業 内 容

杉並障害者福祉会館運営協議会運営費、事業費の一部を補助する。
　・　運営事務経費
　・　福祉展
　・　学級・講座等の開設
　・　レクリエーション行事
　・　機関紙の発行

障害者の生きがい活動、交流活動等を支援し、もって障害者福祉の増進を図
る。

杉並障害者福祉会館
運営協議会

交付団体等の決算状況（15年度）

障害者の機関紙の編集作業、学習、レクリエーション等の活動の場であり、障害者の生きがい対
策に大きく貢献していることから、補助を継続する。

運営協議会が実施する福祉展、機関紙の発行等の事業は、障害者の生きがい活動の場、障害者
相互・区民と障害者の交流の場である。
福祉展　１５年度　１，４０１人　　１６年度　１，４６０人参加

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                        　　　　　　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 51

根 拠 法 令

目 的

平成17年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

- - - 3,477 歳入 歳出
補助金
依存率

- - - - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

1団体

補　助　金　名　称

障害者まちなか生活支援事業補助金

補助開始年度

杉並区障害者まちなか生活支援事業補助金交付要綱

事 業 内 容

ＮＰＯ法人アザーボイスが実施する障害者まちなか生活支援事業を、区との協働
事業として事業経費の一部を４年間を限度に補助する。
　・　交流事業
　・　社会参加促進事業
　・　人材育成事業
　・　日常生活情報提供事業

障害者の地域での居場所づくり、生きがい活動等を支援し、もって障害者福祉の
増進を図る。

ＮＰＯ法人アザーボイス

交付団体等の決算状況（15年度）

１７年度新規事業のため、今後の推移を見守る。

１７年度からＮＰＯ法人アザーボイスとの協働事業として開始する事業である。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                           　　　　　　　　　　　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 52

根 拠 法 令

目 的

平成8年度

国 0(50)% 都 75(25)% 区 25%

14年度 15年度 16年度 17年度

12,568 1,711 24,058 23,504 歳入 歳出
補助金
依存率

12,568 1,711 21,631 28,870 27,921 77%

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

ＮＰＯ法人エルブ

交付団体等の決算状況（16年度）

精神障害者グループホーム事業は、精神障害者が地域において自立し、かつ安心して暮らしてい
くための重要な居宅サービス事業である。今後障害者自立支援法、３障害のサービス一元化や応
益負担の導入などの推移を見守りつつ、補助を継続する。

実施計画に基づいた事業であり、経費については計画どおり東京都基準額を採用している。また、
法人格を持つ団体については、東京都実施要綱から補助金で対応している。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                　　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

1団体

補　助　金　名　称

精神障害者地域生活援助事業運営費補助金

補助開始年度

杉並区精神障害者地域生活援助事業運営費補助金交付要綱

事 業 内 容

ＮＰＯ法人エルブが運営する精神障害者グループホーム（２ヶ所）に係る経費の
一部を補助する。
　・　開設準備費（初年度）
　・　事業費
　・　施設借上げ費

精神障害者の地域社会における生活の場を確保し、その自立を図る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団-
53
-1

根 拠 法 令

目 的

昭和60年度

国 0% 都 0% 区 100%

14年度 15年度 16年度 17年度

72,782 83,777 83,234 83,319 歳入 歳出
補助金
依存率

72,782 80,518 79,918 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

11団体

補　助　金　名　称

心身障害者通所訓練・授産事業等運営費補助金
(地域デイサービス）

補助開始年度

杉並区心身障害者通所訓練・授産事業等運営費補助金交付要綱

事 業 内 容

障害者（児）の自立を目的に、在宅の心身障害者（児）の創作活動・機能訓練等
または学齢児の放課後対策として集団活動訓練等を行う地域デイサービス（１１
施設）実施事業者に運営費の一部を補助する。

障害者（児）の自立を目的に、創作活動や集団活動訓練を行う地域デイサービス
（１１団体）実施事業者に運営費の一部を補助し、障害者福祉の向上を図る。

地域デイサービス事業
実施団体

交付団体等の決算状況（15年度）

障害者学齢児の放課後対策は、児童施策の学童クラブ障害者受入とともに重要な課題である。地
域デイサービス事業は障害児の放課後対策に大きく貢献しており、補助を継続する。

心身障害者（児）の機能訓練や学齢児の放課後対策として集団活動訓練等を行う地域デイサービ
ス事業は、現在１１施設で実施している。　障害者学齢児放課後対策の一翼を担っている事業であ
る。　　　　　　　　　　１５年度　延１２，４１３人　　１６年度　延１２，９１０人

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                  　　　　　　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団-
53
-2

根 拠 法 令

目 的

昭和51年度

国 0(25)% 都 63(38)% 区 130%

14年度 15年度 16年度 17年度

235,955 252,020 283,374 284,825 歳入 歳出
補助金
依存率

231,204 242,881 260,961 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

O

小規模授産施設
実施団体

交付団体等の決算状況（15年度）

区立や社会福祉法人等が運営する授産施設だけでは受け皿として不足している。障害者の社会
的自立を促す小規模授産施設の果たす役割は非常に大きい。今後障害者自立支援法、３障害の
サービス一元化や応益負担の導入などの推移も見守りつつ、補助は継続する。

一般就労が困難な障害者を対象に通所の場を設けて、必要な訓練、授産指導を行い、社会的自
立の促進を図っている。　現在１６施設。　　１５年度　延４６，１０５人　　１６年度　延４７，４２４人

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                        　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

16団体

補　助　金　名　称

心身障害者通所訓練・授産事業等運営費補助金
(小規模授産施設）

補助開始年度

杉並区心身障害者通所訓練・授産事業等運営費補助金交付要綱

事 業 内 容

企業等では雇用されることが困難な在宅の心身障害者に対し、通所の場を設け
て必要な訓練・授産指導を行う事業者に運営費の一部を補助する。
　・　小規模授産施設　１６ヶ所

心身障害者の社会的自立を目的に、通所の場（小規模授産施設）を設けて必要
な訓練・授産指導を行う事業者に運営費の一部を補助し、障害者福祉の向上を
図る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 54

根 拠 法 令

目 的

昭和59年度

国 0% 都 66% 区 54%

14年度 15年度 16年度 17年度

290,110 291,131 314,537 322,342 歳入 歳出
補助金
依存率

286,927 287,510 309,738 - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

精神障害者共同作業所
実施団体

交付団体等の決算状況（15年度）

在宅の精神障害者通所施設である共同作業所が、地域での社会的自立、社会復帰に果たす役割
は非常に大きい。今後障害者自立支援法、３障害のサービス一元化や応益負担の導入などの推
移を見守りつつ、補助は継続する。

区立施設とともに地域での自立や就労を目指す在宅の精神障害者に対し、通所の場を設けて必
要な訓練・授産指導を行っている。　１６年度１５ヶ所において実施している。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                          　　　　　　　　　　　）　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

15団体

補　助　金　名　称

精神障害者共同作業所通所訓練事業運営費等補助金

補助開始年度

杉並区精神障害者共同作業所通所訓練事業運営費等助成要綱

事 業 内 容

現状では企業等で雇用されることが困難な在宅の精神障害者に対し、通所の場
を設けて必要な訓練・授産指導を行う事業者に運営費の一部を補助する。
　　・　共同作業所　１５ヶ所

精神障害者の社会的自立を目的に、通所の場（共同作業所）を設けて必要な訓
練・授産指導を行う事業者に運営費の一部を補助し、障害者福祉の向上を図
る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合



補助金審査表 杉並区補助金適正化審査会

団- 55

根 拠 法 令

目 的

平成17年度

国 0% 都 50% 区 50%

14年度 15年度 16年度 17年度

- - - 14,722 歳入 歳出
補助金
依存率

- - - - - -

    　　　B　長期化による形骸化 　　　C　対象・要件の類似

      1 ２－１ ２－２ ２－３

交付団体等の決算状況（15年度）

１７年度からの新規事業であり、事業開始後推移を見守る。

実施計画に基づいた新設事業であり、経費については計画どおり東京都基準額を採用している。
運営団体は未定である。

　　　D　委託料との区分が不明確 　　　    E　有効性・成果の検証が不明確又は不十分

　　　Ｇ　その他（                                           　　　　　　　　　　　　　F　金額が小額又は対象者の少数化

担　当　部　課

保健福祉部 障害者施策課

補　助　金　名　称

重度身体障害者グループホーム運営費補助金

補助開始年度

未制定

事 業 内 容

重度身体障害者のグループホームの運営に係る経費の一部を補助する。当事
業は、実施計画のローリングに基づき、１７年度から新規に開始する事業である
が、現在のところ運営団体等未定。

重度身体障害者の地域社会における生活の場を確保し、その自立を図る。

補助金予算額（千円）

補助金決算額（千円）

問
題
点

現
　
状

適 正 化 の 方 向

理
　
由

審
査
会
評
価

　　　A　政策目的の希薄化

№

補
助
金
の
概
要

交 付 対 象 名 ・ 数

補 助 割 合


